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村林 聡 プロフィール 

1981年 4月  株式会社三和銀行 入行 

2009年 5月  株式会社三菱東京UFJ銀行 執行役員 システム部長 
  兼 株式会社UFJ日立システムズ出向 

 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 
  執行役員 事務・システム企画部長 

2009年 7月  株式会社三菱東京UFJ銀行 執行役員 システム部長 

2011年 5月  同 常務執行役員 副コーポレートサービス長 兼 システム部長 

2013年 5月  同 常務執行役員 コーポレートサービス長 
 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 

  常務執行役員 事務・システム企画部担当 

2013年 6月  株式会社三菱東京UFJ銀行 
  常務取締役 コーポレートサービス長 

2015年 5月  同 専務取締役 コーポレートサービス長 

2015年 6月  同 専務取締役 コーポレートサービス長 兼 CIO（システム部の担当） 
 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 執行役専務グループCIO 

2017年 6月  三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社 
 代表取締役社長（現職） 
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弊社概要 

当社は、三菱UFJフィナンシャル・グループ（MUFG）のシンクタンク・コンサルティングファームです。

東京・名古屋・大阪を拠点に、民間企業向け各種コンサルティング、国や地方自治体の政策に関す

る調査研究・提言、経営情報サービスの提供、企業人材の育成支援、マクロ経済に関する調査研

究・提言など、幅広い事業を展開しています。MUFGの確かな基盤のもと、社会やお客さまの課題

と真摯に向き合い、真の課題解決に導く最適なソリューションを提供します。 
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MUFGの取り組み方針 － 外部環境の変化と問題意識 

テクノロジーの変化 顧客行動の変化 
／多様化 

異業種の参入 各国当局の動き 

環境変化 

銀行が 
なくなる 

銀行業の 
再定義 

何を仲介 
するのか 

供給する 
サービスは 

ゴールが 
見えない 

Pathが 
見えない 

レガシーを 
どうするのか 

社会からの 
要請 

Open化の 
流れ 

問題意識 

（出所） MUFGデジタルトランスフォーメーション戦略資料 
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MUFGの取り組み方針 － 4つの改革とMUFGのアプローチ 

新しいサービス 

新しい技術 

効率化 

ロボット化 

生産性向上 

働き方改革 

Agile（アジャイル） 

外部知見 

Open化 

ゼロ・トレランス 

サービス 

レスキャッシュ 

改革（Reform） 改善（Improve） 非連続（Disrupt） 
既存ビジネスモデル・プロセス 

を前提とした改善領域 
ビジネスモデル・プロセス変更 

を伴う改革領域 
ディスラプティブな発想で 

革新をもたらすイノベーション 

ビジネス カルチャー 

社会 プロセス 

（出所） MUFGデジタルトランスフォーメーション戦略資料 

デジタライゼーション イノベーション 
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MUFGの取り組み方針 － デジタライゼーションとイノベーション 

イ
ン
パ
ク
ト 

時間軸 

Reform 

Improve 

諸届電子化 

店頭オンライン化 

事務のSTP*1化 

ペーパーレス 

AI 

データ利活用 

未来型店舗 

外部知見 

公募アイデア 

外部知見 

Disrupt 

（出所） MUFGデジタルトランスフォーメーション戦略資料 

デジタライゼーション イノベーション 
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MUFG Digital Transformation 

本格実施 
18年4月～ 

詳細設計・先行実施 
～18年3月 

方針決定 
17年5月 

コスト削減 
1,200億円 

トップライン 
1,800億円 

営業純益効果 
3,000億円 ＝ ＋ 

1. グループベースでの顧客・事業軸運営の強化 

1. ウェルスマネジメント戦略の推進 
2. エンティティ・地域の壁を超えた大企業取引の強化 
3. アセットマネジメント事業の強化 
4. 決済プラットフォームの強化 

（注）計数効果は23年度における概数 

2. デジタルを活用した事業変革 
1. お客さまの利便性向上 
2. 業務プロセス改革 
3. 国内外でのチャネル変革 

3. 生産性向上に向けたイニシアティブ 
1. 出資先見直し（ポートフォリオの入替も） 
2. エンティティの枠を超えた人材活用 
3. 働き方改革（お客さまに向き合う時間の創出） 

4. グループの経営体制の再構築 
1. 商業銀行・信託銀行の法人貸出等業務の一体化 

 法人のお客さまにグループ一体で対応する体制を構築 
 グループ各社の使命と機能分担をより明確化 

2. 新しい信託銀行モデルの構築 
 信託型コンサルティング&ソリューションビジネスの展開 
 資産運用・資産管理強化、三菱UFJ国際投信の完全子会社化 

3. 顧客セグメンテーションの見直し 
 国内における個人・中堅中小企業取引の運営一体化 
 大企業取引（日系・非日系毎）のグローバル軸への転換 

4. デジタル戦略の推進体制強化 
 Chief Digital Transformation Officer（CDTO）の新設 
 デジタル企画部の新設 

5. リテール決済ビジネスの強化 
 三菱UFJニコスをMUFGの完全子会社化 

6. 商業銀行の社名変更 
 「三菱UFJ銀行」（英文名：MUFG Bank）へ 

 シンプル・スピーディー・トランスペアレントなグループ一体型の経営を通じ、お客さま・社員・株主その
他のステイク ホルダーに最善の価値を提供。課題解決型のビジネスを展開することで、持続的な成長
と、よりよい社会の実現へ の貢献をめざす 

（出所） MUFGデジタルトランスフォーメーション戦略資料 
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デジタル企画部 

MUFGの取り組み方針 － デジタライゼーション推進体制 

CEO 
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事
務
（
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
革
新
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事
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本
部 

シ
ス
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Ｔ
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ス
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ム
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発
） 

Banking体験とモビリティ等領域を融合し 
Frictionless社会実現をめざす 

組織体制 

Digital Transformation委員会 
NEW 

Japan Digital Design  
(JDD) 

イノベーションを担う組織の変遷 

IT事業部 
 インターネットバンキング・ 

モバイル等の新サービス開発 
 新技術の金融への活用 

00年7月 

デジタル 
イノベーション 

推進部 

 オープンイノベーションの推進、  
組織のグローバル展開 

 MUFG全体のイノベーションを 
推進する組織へ 

15年5月 

デジタル企画部 
 CDTOの新設 
 組織全体のデジタルトランス 

フォーメーションを担う役割 
 社内外からの更なる人材登用 

17年5月 

イノベーションラボ 

海外イノベーション 
オフィス 

 既存業務の制約を 
打破する挑戦 
→ JDDを設立（17年10月） 

16年1月 

縦から横 
外部知見 

NEW 

NEW 

NEW 
 SF、NY、SGP、LDN

（17年夏） 

MUFGのデジタルトランスフォーム 
完遂に向けた最高責任者 

CIO 兼 CDTO  
亀澤 宏規 

NEW 

（本部長） 

（出所） MUFGデジタルトランスフォーメーション戦略資料 
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Method for Digital Transformation 

問題 アイデア プロトタイプ 

顧客起点 

（出所） 日本金融通信社 2016年12月23日 
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チャネル 

DWH 

ビジネス・フロント 

連携基盤 

バックエンド 

MUFG基本アーキテクチャ 

計画しづらい（変化駆動型） 計画しやすい（計画駆動型） 

アジャイルがフィット ウォーターフォールがフィット 

クラウドベース（柔軟アーキテクチャ） オンプレベース（固定アーキテクチャ） 

H型人材（つなぐ／越境）フルスタック I型（→T型）人材、特化型SME 

アプローチ 

開発手法 

インフラ 

人材 

MUFG “2Way Architecture” 
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MUFG ICT戦略～オープンイノベーションヘの具体的な進展 
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MUFG ICT戦略～オープンイノベーションヘの具体的な進展 
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“作る”から“使う”へ 

Low-code Platforms 

外部クラウド（PaaS）の 
豊富なアプリ部品を活用 

RPA／RDAの導入 
（ロボティック・プロセス／ 

デスクトップ・オートメーション） 

新技術の
採用 

開発生産性の向上 
（コスト半減） 

業務生産性の向上 
（働き方改革） 実現効果 

繰り返しのPC操作、 
件数少ない個社別異例事務、 
手書き申込書等の手作業 

中・小規模の行内ワークフロー 
中心の事務 適用エリア 

専門開発部隊（40名程度） 

アジャイル開発がベース 

新たな 
開発体制・ 
スタイル 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiUicG1vrrKAhVMF5QKHRGJD78QjRwIBw&url=http://www.intellias.com/how-we-work/scrum/&bvm=bv.112454388,d.cGc&psig=AFQjCNGts7HxBweffrtIqbaw9zcaqneoHw&ust=1453451339960597
http://rpa-japan.com/


 

14 Mitsubishi UFJ Research and Consulting  

Sharingの進化 

“IT”から“ビジネス”へ 

 合併の繰り返しによる資産、プロセス増加・複雑化 

 Enterprise Architectureによる可視化と全体最適の推進 

 ITドリブンによる標準化と効率化、開発生産性向上 

 AI、ビッグデータやRPA/RDA等を用い、社内業務を可視化、

組織横断的な共通業務に対し、同一ソリューションを適用

した効率化 

 従前、適用が困難だった業務エリアのIT化を推進 

 ビジネスドリブンによる標準化と効率化、業務生産性向上 

 

 

 

  

業務部門A 業務部門B 業務部門C 業務部門D 業務部門E 業務部門F 

ITの部分最適 ITの全体最適 ビジネスの 
全体最適 

http://rpa-japan.com/
http://rpa-japan.com/
http://rpa-japan.com/
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Sharingの進化 

“専有”から“共有”へ 

 分散システムの増加、濫立に伴い、開発・運用が複雑化 

 オンプレにプライベートクラウドを構築し、共通基盤として

利用を拡大 

 MUFGグループで「クラウドファースト」を掲げ、パブ

リッククラウドを積極的に活用 

 IaaSはコモディティ化エリアとして要員シフトを 

 グループでクラウド資産、ナレッジ、人材を共有し、

シナジー効果を最大に 

 

BTMU 

グループ 
会社A 

グループ 
会社B 

  

サイロ化 
複雑化 

プライベート 
クラウド 

パブリック 
クラウド 
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“クローズド”から“オープン”へ 

Sharingの進化 

 部品化の推進から業務機能のサービス提供へ 

 勘定系ホスト機能を100以上SOAサービス化、レガシー

資産の再利用 

 社内向けに構築、蓄積したサービスを外部へ公開 

 法人向けと個人向け公開サービスを準備中 

 将来的にはMUFGコイン関連取引なども公開サービスへ 

  

Fintech企業 

Fintech企業 

Fintech企業 

他企業 

他企業 

他企業 

Z 

今後サービス拡張 
を進めるエリア 

API管理基盤 

外部向けAPI 

認証API 

残高照会API 

勘
定
系 

SOA基盤 
共通webサービス 

  認証 
サービス 
残高照会 
サービス 

 入出金明細照会 
 サービス 

従来行内でサービス 
活用してきたエリア 

オブジェクト 
指向 

サービス指向 
（SOA） オープンAPI 



 

17 Mitsubishi UFJ Research and Consulting  

実行計画推進にあたって 

MUFGでの取組を踏まえた、政府に対する提言・要望 
 国、地方自治体、民間が一体となってスピーディーに推進 

- 司令塔、推進組織の一本化、権限移譲による迅速な意思決定、横串 
- 実行チーム一体化（エンジニア、サービス企画、事務）でAgile開発、繰り返し 

⇒ 業務委託でなく、One teamで   
- デザインシンキング ～ サービス設計12箇条（利用者中心）の徹底 

⇒ WS（ワークショップ）の義務付けなど 

 プラットフォームの標準化 
（専有から共有、クローズドからオープン、国と地方自治体） 
- プライベートクラウド、パブリッククラウド 
- IaaS, PaaS, SaaS 
- Open API プラットフォーム 
- 認証プラットフォーム（マイナンバーカードの有効活用）、セキュリティ 
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実行計画推進にあたって 

MUFGでの取組を踏まえた、政府に対する提言・要望 
 行政サービス改革を実現するための人材確保、育成 

- 実効性のある要員計画 
（マネージャー、エンジニア、サービス企画、事務など） 

- エンジニアの地位向上 
（面白い仕事として、集まる仕組み） 

 共通KPIの設定 

- サービスの満足度やオンライン化手続き数など個々には設定するが、 
全体としては、日本全体の生産性向上に繋げるべく、指標を設定 
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AIラボ活用態勢 鳥瞰図 

         

協働 

展開 

民間企業 

政府・省庁 
地方自治体 

MUFG各社 
グローバル 

実証実験 

AIラボ 

MURC  
R&D 

効果検証 社会実装 

仮説構築 

人
工
知
能 

人
材
プ
ー
ル 

AIラボ 

Digital Government 

Agri Tech 

HR Tech 
Health Tech 

Fintech 
Digital Transformation 

SDGs 
ESG投資 

投資ファンド 
Venture Capital 

大学・研究機関等との 
協働・データ囲い込み 

各ベンダーとの協働 

市場からの人材調達 

FANG等一流企業によるPlatform の提供 
MURC アクセラレータ LEAP OVER 
（Life、Work、Community Local） 

グローバルベースの 
アイディアソン 

MUFG  
Digital アクセラレータ 
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最後に 

（出所） 日本金融通信社 2018年1月1日 
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デジタル・ガバメント実行計画（案）構成 

1. はじめに 
2. 本計画が目指すもの（To Be） 

7. フォローアップと見直し 

6. 地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進 
 地方版官民データ計画の策定、オンライン化、クラウド利用、オープンデータの推進等 

3. 利用者中心の行政サービス改革 
* デジタル技術の徹底活用による、利用者に価値を提供する行政
サービス改革 

① 「サービス設計12箇条」に基づくサービスデザイン思考
の導入・展開 

② 横断的サービス改革（デジタル化3原則の徹底） 
 オンライン化の徹底（デジタルファースト） 
 添付書類の徹底削減（ワンスオンリー） 
 ワンストップサービスの推進（コネクテッド・ワンストップ） 

③ 重要分野における個別サービス改革 

4. プラットフォーム改革 
* 官民を通じたサービス・データ活用を支える連携基盤の実現とシステム
基盤の構築 
 行政データ標準の確立、オープンデータの推進、 API整備の推進、 

クラウド・バイ・デフォルトの推進、本人確認等手法の見直し、各種共通
システムの充実等 

5. 価値を生み出すITガバナンス 
* サービス改革を実現するための組織体制・人材の強化、ルールの整備 
 各府省中長期計画の策定、各府省ガバナンスの強化、サービス改革 

支援チームによる支援、人材の確保・育成、情報システム調達に係る 
諸課題の検討等 

 「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（平成29年5月30日閣議決定）及び「デジタル・ガバメン
ト推 進方針」（平成29年5月30日IT本部・官民データ活用推進戦略会議決定）に基づく、デジタル・ガバメントの実現に
向けた実行計画 

 これまでのIT化・業務改革の取組を着実に推進するとともに、これまで以上に国民・事業者の利便性向上に重点を置
き、行政の在り方そのものをデジタル前提で見直すデジタル・ガバメントの実現を目指す 

（ご参考）デジタル・ガバメント実行計画（案） 

（出所） 平成29年12月22日 電子行政分科会・規制制度 改革ワーキングチーム事務局 「デジタル・ガバメント実行計画（案）概要」資料  
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（ご参考）デジタル・ガバメント実行計画（案）具体的な取組（主なもの） 

【デジタルファースト】 
 各種手続のオンライン原則の徹底 
 手続毎に業務改革（BPR）、システム改革を実施の上、行政サービスの 

デジタル化を徹底する 
 押印や対面等の本人確認等手法の在り方を再整理 
 民－民手続についてもオンライン化に向けた見直しを実施 

【ワンスオンリー】 
 行政手続における添付書類の徹底削減 
 マイナンバー制度等を活用し、既に行政が保有している情報 は、添付書類提

出の原則不要化を目指す 
 特に、以下の事項については法案の作成に直ちに着手し、平成30年度中の

国会提出を目指す 
- 登記事項証明書の提出不要化 
- 住民票の写し・戸籍謄抄本等の提出不要化 

【コネクテッド・ワンストップ】 
 主要ライフイベントである以下の3分野をモデルケースとし、 

民間サービスとの連携も含めたワンストップ化を推進 
- 引っ越しワンストップサービス 
- 介護ワンストップサービス 
- 死亡・相続ワンストップサービス 

各府省計画の策定と個別分野のサービス改革 

【オープンデータの推進】 
 オープンデータ・バイ・デザインの推進 
 オープンデータを前提とした業務・システムの設計・運用の推進 

 ニーズの把握と迅速な公開 
 民間事業者等との直接対話を通じた民間ニーズの把握とこれに対応した

オープン化の加速 
 推奨データセットに基づくデータ公開の推進 

【行政データ標準の確立】 
 行政データ連携標準の策定 
 日付・住所等のコアとなる行政データ形式について、平成29年度末までに

データ連携の標準を策定 
 語彙・コード・文字等の標準化 
 施設・設備・調達等の社会基盤となる分野について、語彙・ コード等の体系

を行政データ標準リスト（仮称）として整理 

【政府情報システム改革の着実な推進】 
 これまでの取組により、約1,115億円の運用コストの削減を見込んでいる 

状況。政府情報システム改革を引き続き推進し、システム数の半減、 
運用コストの3割削減を確実に達成 

「行政手続等の棚卸」等を踏まえ、以下の分野で先行的にサービス改革を推進 【各府省中長期計画の策定】 
 各府省のITガバナンスを強化し、上記の各種 

取組 を推進するため、各府省におけるデジタル
改革の中長期計画を平成30年上半期を目途に
策定 

【個別分野におけるサービス改革】 
 金融機関×行政機関の情報連携（預貯金等の 

照会） 
 遺失物法関係サービスの利便性向上 
 自動車安全運転センターによる各種証明書発行

サービスの利便性向上 
 無線局開設手続等に係る行政サービスの更なる

デジタル化 
 住民税の特別徴収税額通知の電子化等 

 電子調達サービスの利便性向上 
 法人設立手続のオンライン・ワンストップ化、 

法人登記情報連携の推進 
 在留資格に関する手続のオンライン化 
 旅券発給申請方法等のデジタル技術の活用に 

よる多様化 
 相続税申告のオンライン化 

 社会保険・労働保険関係の電子申請の利用促進 
 公的年金関連サービスのデジタル化 
 ハローワークサービスの充実 
 特許情報提供サービスの迅速化 
 自動車保有関係手続のワンストップ サービスの

充実 

（出所） 平成29年12月22日 電子行政分科会・規制制度 改革ワーキングチーム事務局 「デジタル・ガバメント実行計画（案）概要」資料  

横断的施策による「行政サービス改革」の推進 
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三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社 
www.murc.jp/ 
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